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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成20年6月 平成21年6月 平成22年6月 平成23年6月 平成24年6月

売上高 (千円) 19,795,16720,738,90521,392,47724,299,11025,021,252

経常利益 (千円) 578,799 589,400 874,6181,064,6321,189,306

当期純利益 (千円) 344,830 311,149 485,144 569,709 659,475

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,057,5001,057,5001,057,5001,057,5001,057,500

発行済株式総数 (株) 5,136,6005,136,6005,136,6005,136,6005,136,600

純資産額 (千円) 6,152,6936,324,7856,677,2567,114,5217,618,287

総資産額 (千円) 13,320,74814,904,88615,228,64316,412,53216,417,159

１株当たり純資産額 (円) 1,198.501,232.021,300.681,385.881,486.53

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
25.00
(―)

25.00
(―)

27.00
(―)

28.00
(―)

30.00
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 67.17 60.60 94.50 110.97 128.48

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 46.2 42.4 43.8 43.3 46.4

自己資本利益率 (％) 5.7 5.0 7.5 8.3 9.0

株価収益率 (倍) 10.1 9.9 7.9 7.9 6.2

配当性向 (％) 37.2 41.2 28.6 25.2 23.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △83,975 906,887 913,8211,075,2271,462,434

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,695,407△2,074,582△676,658△1,109,744△429,240

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,839,1921,086,349△357,757 167,912△743,457

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 562,170 480,825 360,230 493,626 783,363

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
170
(653)

175
(674)

175
(689)

186
(794)

194
(852)

(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

昭和39年12月 宮崎県都城市中町に、株式会社大薗硝子建材商会を資本金500万円をもって設立。

昭和47年12月 大薗硝子建材株式会社に社名を変更する。

昭和55年６月 本社社屋を宮崎県都城市早鈴町に移転する。

昭和60年７月 オーゾノ株式会社に社名を変更する。

昭和61年４月 宮崎県都城市吉尾町にDIYホームセンターハンズマン吉尾店がオープンする。

平成４年７月 宮崎県宮崎郡清武町にDIYホームセンターハンズマン加納店がオープンする。

平成７年７月
 

建材部門をマルダイ建材株式会社(現オーゾノ建材株式会社)に営業譲渡し、株式会社ハンズマン
に社名を変更する。

平成７年７月 本社社屋を宮崎県都城市吉尾町に移転する。

平成８年４月 宮崎県宮崎市にDIYホームセンターハンズマン新名爪店がオープンする。

平成10年４月 宮崎県宮崎市にDIYホームセンターハンズマン柳丸店がオープンする。

平成12年３月 株式を日本証券業協会店頭市場に登録する。

平成12年９月 鹿児島県国分市にDIYホームセンターハンズマン国分店がオープンする。

平成13年12月 熊本県熊本市にDIYホームセンターハンズマン画図店がオープンする。

平成15年９月 大分県大分市にDIYホームセンターハンズマンわさだ店がオープンする。

平成16年12月
株式を株式会社ジャスダック証券取引所（現　大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード)）に
上場する。

平成17年11月 福岡県大野城市にDIYホームセンターハンズマン大野城店がオープンする。

平成19年11月 熊本県菊池郡菊陽町にDIYホームセンターハンズマン菊陽店がオープンする。

平成21年４月 DIYホームセンターハンズマン吉尾店が店舗を新設移転する。

平成22年10月 DIYホームセンターハンズマンくさみ店がオープンする。
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３ 【事業の内容】

当社はDIY用品、家庭用品、カー・レジャー用品の販売を行うホームセンター事業に従事しており、事業の

系統図は次のとおりであります。なお、当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記載しており

ます。

　

　

４ 【関係会社の状況】

当社は、関係会社を有しておりません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

 平成24年6月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

194
 (852)

40.9 9.6 4,622

(注) １　従業員数は、就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、嘱託社員、エリアスタッフ及びパート・アルバイトの年間平均雇用人員(1日8時間換

算)であります。

４　当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における小売業を取り巻く環境は、高額品など趣味・余暇への積極的な消費支出が見ら

れた一方、長引く景気の低迷や将来の増税不安等を背景に消費者の節約志向は根強く、特に消耗品を中

心とした生活必需品の消費支出が抑えられる傾向が続きデフレが進行するなど、厳しい状況が続いて

まいりました。

このような環境の中、当社は前事業年度に引き続き、「お客様からの声」を基にした品揃えの拡充を

目的とした売場改装を推進するとともに、売場スタッフのコンサルティング能力の向上を目的とした

商品取扱実技研修会を積極的に開催し、より多くのお客様に喜ばれ、お役に立てる売場づくり・体制を

整えてまいりました。

　その結果、期中において例年を大幅に上回る降雨量の影響により屋外活動に関連した商品（ＤＩＹ用

品やガーデニング用品）の販売が振るわなかった月（平成23年11月・平成24年2月・3月）があったも

のの、通期での増客がこれをカバーし、既存店の来店客数は前年同期比102.6％、客単価が前年同期比

99.2％となり、既存店売上高は前年同期比101.7％の244億9千2百万円となりました。また全店では来店

客数が前年同期比103.8％、客単価は前年同期比99.2％となり、全店売上高が前年同期比103.0％の250

億2千1百万円となっております。

　利益は、売上高の増加および売上総利益率の向上（前年同期比0.36ポイント増）によって売上総利益

額が前年同期比104.3％の72億1百万円となり、営業利益が前年同期比118.7％の6億6百万円、経常利益

が前年同期比111.7％の11億8千9百万円、当期純利益が前年同期比115.8％の6億5千9百万円となりまし

た。

　
(注）当社は営業開始後13ヵ月経過した店舗を既存店、13ヵ月未満の店舗を新店と定義しており、当事業年度の計算

期間の末日において全10店舗が既存店になりますが、平成22年10月にオープンしたくさみ店の平成23年7月か

ら10月の売上高は開店後13ヵ月未満になりますので、既存店累計売上高には含んでおりません。
　

　
部門別の業績は次のとおりであります。なお、当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記

載しております。

（単位：百万円）

部門別
前事業年度 当事業年度

増減額
前年
同期比金額 構成比 金額 構成比

DIY用品
ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、
塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用土、植物、
エクステリア用品、石材

12,42251.1 ％12,89551.5 ％ 473103.8 ％

家庭用品
家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用
品、収納用品、住宅設備用品

8,21933.8 ％8,40833.6 ％ 188102.3 ％

カー・レジャー用品
カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具

3,65715.1 ％3,71814.9 ％ 60 101.7 ％

合計 24,299100.0 ％25,021100.0 ％ 722103.0 ％

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ2億8千9

百万円増加の7億8千3百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。　

　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、14億6千2百万円（前年同期比136.0％）となりました。これは主に税

引前当期純利益が11億7千7百万円、減価償却費が5億9千4百万円となったのに対し、たな卸資産の減少が8

千9百万円、法人税等の支払額が5億2千6百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、4億2千9百万円（前年同期比38.7％）となりました。これは主に加納

店の改装による建物取得、宇宿店の出店に向けた設備投資等により有形固定資産の取得による支出が4億

3百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、7億4千3百万円（前年同期は1億6千7百万円の取得）となりました。こ

れは主に短期借入金の純減額が1億5千万円、長期借入金の返済額が8億5千1百万円、配当金の支払額が1億

4千3百万円となったことに対し、長期借入金が新規で4億1千万円発生したことによるものであります。
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２ 【販売及び仕入の状況】

当事業年度の販売及び仕入の状況は、次のとおりであります。

(1) 販売実績

　

部門別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

DIY用品 12,895,083 51.5 103.8

家庭用品 8,408,130 33.6 102.3

カー・レジャー用品 3,718,038 14.9 101.7

合計 25,021,252 100.0 103.0

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　部門別の用品明細は次のとおりであります。

(1) DIY用品 ………………ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用

土、植物、エクステリア用品、石材

(2) 家庭用品………………家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品…カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具

３　当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記載しております。

　

(2) 単位当たり売上高

　

項目 　 前年同期比(％)

売上高 （千円） 25,021,252 103.0

売場面積(平均) （ ㎡ ） 72,382 103.0

１㎡当たり売上高 （千円） 344 99.9

従業員数(平均) （ 人 ） 1,043 106.4

１人当たり売上高 （千円） 23,989 96.8

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数には、嘱託社員、エリアスタッフ及びパート・アルバイト(1日8時間換算)を含んでおります。

３　1㎡当たり売上高にはネット販売は含んでおりません。

　

(3) 仕入実績

　

部門別 仕入高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

DIY用品 8,735,292 49.2 100.7

家庭用品 6,298,384 35.5 101.0

カー・レジャー用品 2,722,133 15.3 98.8

合計 17,755,809 100.0 100.5

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　部門別の用品明細は次のとおりであります。

(1) DIY用品 ………………ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用

土、植物、エクステリア用品、石材

(2) 家庭用品………………家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品…カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具

３　当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記載しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社は接客を重視しており、従業員の質の向上なくして、品揃えの拡充や、お客様が本当に望むサービス

の提供はあり得ないと考えております。当社の対処すべき課題は従業員の人材育成にあり、その為に定期的

な研修会の実施と接客レベルに対する職能考課の実施やＤＩＹアドバイザー資格取得の奨励等、能力主義

人事を推進し、従業員の質の向上を目指しております。

　

４ 【事業等のリスク】

（１）出店に関する法的規制について

当社はホームセンターの多店舗展開を行っていますが、店舗の新規出店及び既存店の増床について、

次のような法的規制を受けております。

売場面積1,000㎡を超える新規出店及び既存店の増床については、「大規模小売店舗立地法(平成12

年6月１日施行)」(以下「大店立地法」という。) による規制の対象となります。大店立地法は、都道府

県、政令指定都市が主体となって、市町村の意思の反映、広範な住民の意思表示の機会を確保しつつ、駐

車需要の充足、その他による周辺住民の利便性及び商業その他の業務の利便性の確保のために配慮す

べき事項(交通渋滞、駐車・駐輪、交通安全その他)、廃棄物問題や騒音の発生その他による周辺住民の

生活環境の悪化防止のために配慮すべき事項等の地域社会に対する環境問題を調整するためのもので

あります。その為、当社は地域環境を考慮した店舗構造、運営方針を行い、地域住民・自治体との調整を

図りながら出店をしていく方針でありますが、地域住民・自治体との調整のため出店に要する時間の

長期化や出店コストの増加等の影響を受ける可能性があります。

また、「都市計画法」「中心市街地活性化法」「大規模小売店舗立地法」（以下「まちづくり三

法」という。）のうち、「都市計画法」が平成19年11月に改正施行されました。改正「都市計画法」の

骨子は、売場面積10,000㎡以上の大規模小売店の出店を商業地域、近隣商業地域、準工業地域に限定す

ることにより、郊外での大規模小売店の出店に制限が課せられることとなり、さらに今後各自治体が

「まちづくり三法」を補完する条例等を施行した場合には、店舗売場面積の縮小や出店に要する時間

の長期化など出店計画に影響を及ぼす可能性があります。

（２）気象要因について

当社の販売している商品はＤＩＹ用品部門（ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接

着剤、園芸資材、薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材）等の屋外作業に伴う商品の販売ウェ

イトが高く、これらの商品は、降雨量や気温といった気象条件の悪化が、来店客数や商品購入点数の減

少につながり、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（注）上記文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態の分析

(資産)

当事業年度末における資産合計は、前事業年度末に比べ4百万円増加の164億1千7百万円となりました。

これは主に流動資産が現金及び預金の増加により1億3千4百万円増加したこと、有形固定資産が減価償却

により2億1千6百万円減少し、投資その他の資産が敷金及び保証金の増加により6千8百万円増加したこと

によるものであります。　

(負債)

負債合計は、前事業年度末に比べ4億9千9百万円減少の87億9千8百万円となりました。これは加納店の

改装に伴う設備資金及び従業員持株ＥＳＯＰ信託（従業員の福利厚生を図るために導入）に係る長期借

入金が4億1千万円増加した一方、既存の長期借入金の返済が8億5千1百万円進んだことによるものであり

ます。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末に比べ5億3百万円増加の76億1千8百万円となりました。これは主に利益剰

余金の増加によるものであります。　

　

（２）キャッシュ・フローの状況の分析

「第２事業の状況　１業績等の概要　(２)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　

（３）経営成績の分析

(売上高、売上総利益)

売上高につきましては、「第２事業の状況　１業績等の概要　(１)業績」に記載のとおりであります。

売上総利益は、売上高が増加したことに加え、前事業年度に引き続き原価率の低減を図った新規商品を

数多く導入出来たこと等により売上総利益率が28.8％と前事業年度より0.36ポイントアップしたこと

から72億1百万円（前年同期比104.3％）となりました。

(販売費及び一般管理費、営業利益)

販売費及び一般管理費は、売上の増加に対応して人員を増加したことに伴い、人件費が前事業年度よ

り2億5千6百万円増加したことなどで65億9千4百万円(前年同期比103.1％)となりました。営業利益は、

売上高の増加に加え、売上総利益率が前事業年度よりアップしたことにより、6億6百万円(前年同期比

118.7％)となりました。

(経常利益、当期純利益)

経常利益は、営業利益が増加したことに加え、支払利息の減少等により営業外費用が1億3千万円（前

年同期比87.1％）となったことから、11億8千9百万円（前年同期比111.7％）となりました。当期純利益

は、経常利益の増加等により、6億5千9百万円（前年同期比115.8％）となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社ハンズマン(E03331)

有価証券報告書

 9/61



　

（４）戦略的現状と見通し

当社の当面の目標は、地域一番のＤＩＹ大型専門店になることであります。そして、九州地区におけ

るリージョナルチェーンを目指しております。

またＤＩＹ、園芸、インテリア部門を最重点強化部門とし、お客様の声を基にした品揃えの拡充と専

門知識を豊富に持ったスタッフの増強によって、同業他社との差別化をより一層推進し、集客力の向上

及び利益率の向上を図ってまいります。

　

（注）上記文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資の総額は、4億1千5百万円であります。その主なものは、加納店の改装による建物取

得、宇宿店の出店へ向けた設備投資等であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

   平成24年6月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
土地(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資産 合計

吉尾店
(宮崎県都城市)

店舗設備 1,020,935
28,461
(21,244)
[20,852]

91,887 1,4331,142,717
13
(85)

加納店
(宮崎県宮崎市)

同上 238,708
235,215
 (11,017)
[1,577]

46,212 ― 520,137
14
(65)

新名爪店
(宮崎県宮崎市)

同上 222,230
―

（17,468)
[17,468]

5,282 ― 227,513
15
(69)

柳丸店
(宮崎県宮崎市)

同上 124,891
―

（11,223)
[11,223]

5,123 ― 130,015
13
(61)

国分店
(鹿児島県霧島市)

同上 218,808
198,567
(12,830)
[10,195]

24,717 ― 442,093
12
(67)

画図店
(熊本県熊本市
           東区)

同上 340,655
―

(30,943)
[30,943]

26,297 ― 366,953
13
(88)

わさだ店
(大分県大分市)

同上 471,318
―

(25,076)
[25,076]

24,172 ― 495,491
14
(82)

大野城店
(福岡県大野城市)

同上 884,846
―

(21,055)
[21,055]

52,448 ― 937,295
17
(114)

菊陽店
(熊本県菊池郡
　　　　　菊陽町)

同上 1,079,333
689,542
(29,712)
[19,252]

63,157 ― 1,832,034
13
(96)

くさみ店
(福岡県北九州市
　　　　小倉南区)

同上 678,472
428,979
(22,818)
[6,784]

130,092 ― 1,237,544
10
(69)

本部その他
(宮崎県都城市)

統括業務施設 159,933
224,416
(22,112)
[4,025]

21,801 ― 406,152
60
(56)

(注) １　上記の「土地」の［　］の数字は賃借中のものの面積で、内数であります。
２　上記には、投資不動産の建物及び構築物167,095千円及び土地663,641千円は含まれておりません。
３　上記金額には消費税等は含まれておりません。
４　従業員数の（ ）は、嘱託社員、エリアスタッフ及びパート・アルバイトの年間平均雇用人員で、外数でありま
す。

５　リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

事業所名 (所在地) 設備の内容
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

吉尾店 (宮崎県都城市) 店舗設備 3,664 1,857
加納店 (宮崎県宮崎市) 同上 3,974 1,928
新名爪店 (宮崎県宮崎市) 同上 3,713 2,078
柳丸店 (宮崎県宮崎市) 同上 8,509 11,657
国分店 (鹿児島県霧島市) 同上 4,758 2,291
画図店 (熊本県熊本市東区) 同上 5,985 2,570
わさだ店 (大分県大分市） 同上 4,049 2,320
大野城店 (福岡県大野城市） 同上 2,705 1,881
菊陽店 (熊本県菊池郡菊陽町) 同上 27,641 11,456
本部その他 (宮崎県都城市) 統括業務施設 12,821 8,027
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

店舗名
 

所在地 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
売場面積総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

　宇宿店
鹿児島県鹿児
島市

店舗設備 2,127 77
自己資金及び借
入

平成24年
6月

平成24年
10月

9,681㎡

(注)　上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

平成24年6月30日現在の重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,328,000

計 10,328,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年９月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,136,600 5,136,600
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード)

単元株式数
は100株で
あります。

計 5,136,600 5,136,600 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年９月28日(注) 1,000,0005,136,600741,0001,057,500740,0001,086,500

(注)　有償　一般募集

発行価格 1,567円

発行価額 1,481円

資本組入額 741円
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(6) 【所有者別状況】

 平成24年6月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 11 12 50 6 － 1,2541,333 ―

所有株式数
(単元)

－ 7,535 432 8,1371,778 － 33,47351,3551,100

所有株式数
の割合(％)

－ 14.67 0.84 15.85 3.46 － 65.18100.00 ―

(注) 自己株式11,724株は、「金融機関」に87単元、「個人その他」に30単元及び「単元未満株式の状況」に24株を含め

て記載しております。

なお、上記の「金融機関」に含めている87単元は、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式であります。（「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の詳細に

ついては、（10）従業員株式所有制度の内容をご参照ください。）

　
(7) 【大株主の状況】

 平成24年6月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大　薗　明　照 宮崎県都城市 504 9.82

ハンズマン社員持株会 宮崎県都城市吉尾町2080番地 312 6.08

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 303 5.91

大　薗　誠　司 宮崎県北諸県郡三股町 256 4.98

有限会社ガーデンビル 宮崎県都城市広原町8号1番地１ 227 4.42

馬　　亜　萍 東京都港区 140 2.72

大　薗　正　忠 宮崎県宮崎市 123 2.41

株式会社ライフ建築設計事務所 宮崎県都城市高木町4716番地12 100 1.94

山　本　　司 熊本県上天草市 83 1.61

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 78 1.51

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通四丁目3番5号 78 1.51

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 78 1.51

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 78 1.51

計 ― 2,363 46.00

（注）１．上記の所有株式数のうち、野村信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数は、303千株であります。

２．アトランティス・インベストメント・リサーチ・コーポレーション株式会社から平成23年10月19日に大量

保有報告書の変更報告書の写しの送付があり（報告義務発生日　平成23年10月14日）、次の通り株式を所有

している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末における実質所有株式数の確認ができておりませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住　　　所
保有株式等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

アトランティス・インベストメ
ント・リサーチ・コーポレー
ション株式会社

東京都港区浜松町1-30-5　浜松町スクエア
Studio　1805

164 3.20
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 平成24年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　   11,700
 

87

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　5,123,800 51,238 同上

単元未満株式 普通株式　　　1,100 ―
１単元（100株）未満
の株式

発行済株式総数 5,136,600 ― ―

総株主の議決権 ― 51,325 ―

(注）1.「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、当社所有の自己株式3,000株、日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有する8,700株を含めております。

2.「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式24株を含めております。

　　 

② 【自己株式等】

 平成24年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ハンズマン

宮崎県都城市吉尾町
2080番地

3,000 8,700 11,700 0.22

計 ― 3,000 8,700 11,700 0.22

（注）他人名義所有株式数については、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」制度の信託財産として、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有しております。
　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

(10) 【従業員株式所有制度の内容】

① 従業員株式所有制度の概要

当社は、当社の成長を支える従業員に対する福利厚生制度をより一層充実させるとともに、株価上昇へのインセ

ンティブを付与することにより、当社の業績や株式価値に対する従業員の意識を更に高め、中長期的な企業価値の

向上を図ることを目的に従業員持株ＥＳＯＰ信託を導入しております。

当該制度では、当社が「ハンズマン社員持株会」（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち

一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は今後5年間にわたり当社持株会が取得すると見

込まれる数の当社株式を、予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社

持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に

応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借

契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員の追加負担はありません。

② 従業員等持株会に取得させる予定の株式の総額

210,000　千円

③ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社持株会加入者のうち、受益者要件を充足する者
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 普通株式

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 8,700 7,138

当期間における取得自己株式 88,900 65,676

（注）1．「当事業年度における取得自己株式」及び「当期間における取得自己株式」に記載している自己株式は、日

本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が取得した当社株式であります。

2．「当期間における取得自己株式」には、平成24年9月１日から有価証券報告書提出日までに取得した自己株

式は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

株式数(株)
処分価額の
総額(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他　　　（　―　） ― ― ― ―

保有自己株式数 11,724 ― 100,624 ―

（注）1．当事業年度及び当期間における保有自己株式数には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員ＥＳ

ＯＰ信託口）が所有する当社株式8,700株及び88,900株をそれぞれ含めております。

2．当期間における保有自己株式数には、平成24年9月1日から有価証券報告書提出日までに取得した自己株式は

含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は業績に応じた配当を行なうことを基本としつつ、安定的な配当の維持継続に留意するとともに、企

業体質の一層の強化と今後の積極的な事業展開に備えて、内部留保の充実などを勘案して配当金額を決定

する方針を採っております。

当社は年１回の期末配当を基本方針としておりますが、中間配当を行うことが出来る旨を定款に定めて

おります。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当については取

締役会であります。

第48期の配当につきましては、期末30円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、第48期の

期末配当金は前事業年度より2円増配となり、配当性向は23.4％、純資産配当率は2.1％となりました。内部

留保金につきましては、主として店舗の新規開設資金や既存店の改装等設備資金に充当する予定でありま

す。

なお、第48期に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額　(千円) 1株当たり配当額　(円)

平成24年9月27日　定時株主総会 154,007 30.00

　　　　（注）配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託に対する配当金を含めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成20年6月 平成21年6月 平成22年6月 平成23年6月 平成24年6月

最高(円) 975 685 913 955 895

最低(円) 600 340 450 632 738

(注)　最高・最低株価は、平成22年3月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年4月1日から平

成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日以降は大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成24年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 799 814 890 895 880 818

最低(円) 761 760 777 863 798 783

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 代表取締役 大　薗　明　照 昭和16年９月15日生

昭和39年12月 株式会社大薗硝子建材商会(現株

式会社ハンズマン)専務取締役
(注)3 504

昭和46年７月 当社代表取締役社長

平成18年７月 代表取締役会長(現任)

取締役社長

代表取締役

兼

内部監査室長

大　薗　誠　司 昭和44年２月５日生

平成５年４月 株式会社三和銀行(現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行)入行

(注)3 256

平成７年４月 当社入社

平成７年９月 専務取締役

平成８年２月 専務取締役新名爪店長

平成８年10月 専務取締役新名爪店長兼加納店長

平成９年３月 専務取締役経営企画室長

平成11年５月 専務取締役経営企画室長兼内部監

査室長

平成18年７月 代表取締役社長兼内部監査室長

(現任)

常務取締役 開発部長 鳥　原　宏　之 昭和26年６月７日生

昭和51年７月 九州小松電子株式会社入社

(注)3 12

昭和59年９月 KDS株式会社入社

昭和61年９月 オリンピア工業株式会社入社

平成９年９月 当社入社

平成11年11月 総務部長

平成11年12月 取締役総務部長

平成18年７月

平成24年７月

常務取締役総務部長

常務取締役開発部長（現任）

常務取締役

店舗運営部長

兼総務部長兼

人事部長

大　薗　正　忠 昭和45年12月11日生

平成３年４月 ドイト株式会社入社

(注)3 123

平成６年８月 当社入社

平成11年11月 商品部長

平成16年９月 取締役商品部長

平成20年５月 取締役商品部長兼店舗運営部長

平成22年９月

 
常務取締役商品部長兼店舗運営部

長

平成22年11月

平成24年７月

常務取締役店舗運営部長

常務取締役店舗運営部長兼総務部

長兼人事部長（現任）

取締役 商品部長 大　石　　徹 昭和48年７月12日生

平成７年11月

平成22年11月

平成23年９月

当社入社

商品部長

取締役商品部長（現任）

(注)3 1

取締役 非常勤 土　持　寿　翁 昭和22年３月25日生

昭和44年３月 土持産業株式会社入社

(注)3 8平成元年３月 同社代表取締役社長(現任)

平成16年９月 当社取締役(現任)

監査役 常勤 福　島　四　郎 昭和11年９月４日生

昭和34年４月 株式会社日向興業銀行（現 株式

会社宮崎銀行）入行

(注)4 2

平成２年６月 同行取締役　国際部長

平成５年11月 財団法人みやざき経済研究所常務

理事

平成15年７月 株式会社みやざきＴＬＯ取締役

平成16年９月 当社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 非常勤 菊　池　芳　郎 昭和10年４月７日生

昭和35年４月 旭化成工業株式会社入社

(注)4 3平成７年６月 協和ビル管理株式会社入社

平成13年９月 当社監査役(現任)

監査役 非常勤 島　津　久　友 昭和33年９月26日生

昭和56年４月

平成19年５月

平成19年６月

平成21年９月

農林中央金庫入庫

島津山林株式会社常務取締役

丸文株式会社監査役（現任）

島津山林株式会社代表取締役社長

（現任）

(注)5 －

平成23年９月 当社監査役(現任）

監査役 非常勤 永　野　修一郎 昭和23年８月６日生

昭和56年12月 司法書士登録

永野修一郎司法書士事務所開設

(現任)
(注)5 3

平成23年９月 当社監査役（現任）

計 915

(注) １　取締役　土持寿翁氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　福島四郎、菊池芳郎、島津久友及び永野修一郎の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であり

ます。

３　取締役の任期は、平成24年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年6月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

４　監査役　福島四郎氏及び菊池芳郎氏の任期は、平成24年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年6月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役　島津久友氏及び永野修一郎氏の任期は、平成23年6月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年6月

期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６　代表取締役社長 大薗誠司は、代表取締役会長 大薗明照の長男であります。

７　常務取締役 大薗正忠は、代表取締役会長 大薗明照の次男であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は株主重視の経営を行うために、法令遵守はもとより経営の健全性、透明性を高め、経営環境の

変化に迅速に対応できる組織を運営し、事業の拡大、企業価値を高めていくことを重要課題としており

ます。

　

①  企業統治の体制

当社は、経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理体制、リスク管理、コンプライアンスの徹底

及び内部統制の強化を図るため下記の体制を採用しております。

取締役会は経営意思最高決定機関として、取締役６名（内１名は社外取締役）で構成され、法令及び

定款に定められた事項、並びに重要な政策に関し議論を行い、決議を行っております。取締役会は３ヵ

月ごとに開く定例会と必要に応じて開催される臨時取締役会があり、業務執行のチェックと重要事項

の決定を行っております。定例、臨時いずれの取締役会にも監査役が出席し、必ず発言の機会を設け、取

締役の職務の執行状況を監査しております。

監査役会は監査役４名（常勤監査役を含め全員が社外監査役）で構成され、３ヵ月ごとに開く定例

会と必要に応じて開催される臨時監査役会があり、監査役会規程に基づき、法令及び定款に従い監査方

針を定めるとともに、各監査役の報告に基づき監査報告書を作成しております。

その他の会議体として、業務執行のチェック機能と迅速な業務執行体制をとるために、毎週月曜日開

催の月曜会、月1回開催の経営会議があります。構成メンバーは取締役会メンバーと同一であり、監査役

も出席しております。

なお、当社は内部統制システムの基本方針を下記のとおり制定し、内部統制システムの整備を図って

おります。

当社取締役会は、当社の「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備」に関し、以下のとおり定めてお

ります。

(イ)取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業の存続・発展のためには法令及び定款遵守が責務であることを認識し、これを活動の規

範とし、各部が主体となって各研修会で法令、定款及び社内諸規程研修を実施することとする。遵守状

況の点検は、社長直轄の内部監査室が定期的に実施する内部監査にて法令、定款及び社内諸規程に沿っ

た適正、効率的な業務運営がなされているかの状況を監査し、その結果については社長、監査役及び関

係部署へ報告する。

業務運営上疑義が発生した場合には、顧問弁護士、顧問司法書士に相談・確認を行い、法令及び定款

の遵守を優先とし判断することとする。

また、取締役及び監査役は定期的に店舗を巡回し、直接売場担当者からヒアリングを行い、営業現場

の情報収集に努め、問題点や疑義のある事項については速やかに内部監査室長及び監査役会に報告す

ることとする。

(ロ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、意思決定機関としての取締役会及び経営会議の各会議体の議事録、職務権限規程に基づき決

裁した稟議書及び職務遂行上の文書等はその内容を適正に記録し、法令及び当社「文書管理規程」に

基づき総務部が一括して定められた期間保存する。
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(ハ)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、損失危険の予防策として部署ごとに部署特有のリスクを想定し各規程を設け、必要に応じ業

務通達を発信し、規程及び業務通達の遵守と確認を内部監査室が担当し遵守の徹底と予防を図ること

とする。

また、新たに想定される業務上のリスクについては毎週開催の業務執行確認会議（月曜会；部長、取

締役及び監査役出席）、その他突発的リスクについては月曜会メンバーを臨時招集し方針及び施策の

検討を早急に行い、対策を実行することとする。

(ニ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、中長期ビジョンを掲げ当社の目指す方向を明示し、中期経営計画、単年度事業計画を策定し、

取締役及び全従業員に周知徹底するとともに、経営計画の進捗状況及び課題確認の会議体として、月曜

会（毎週開催）と経営会議（月１回開催）を開催し業務執行状況の確認と課題の解決方針を決定・確

認し、職務遂行の迅速化と効率化を図ることとする。

(ホ)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査役の職務を補助すべき使用人を、監査役の要請に基づき業務補助を行うに必要な知識・

能力を有することを確認し、監査役の同意を得たうえで人選し、その必要な期間だけ業務補助者を配置

することとする。

(ヘ)前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前項の使用人の監査役の職務を補助すべき期間の指揮命令権は監査役の専権事項とし、取締役の指

揮命令は受けないこととする。

監査役の業務補助者が補助を行った期間の業務遂行能力等は監査役からフィードバックを受け、考

課及び異動については、監査役の意見・同意を得ることとする。

(ト)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及びそ

の他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び法令・定款違反に抵触又は抵触する恐れ

のある事項を認知した場合には社長への報告と同時に監査役へも報告するものとする。

監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行の状況を確認するため取締役会の他、経営会議、月曜

会の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書、業務通達、その他重要な文書を閲覧し、必要に応じ

て取締役及び使用人に説明を求めることとする。

当社は、監査役と内部監査室との相互連絡体制構築は勿論のこと、監査役が監査法人の会計監査等の

報告を聞く機会及び意見を求める機会を作り、監査法人との緊密な関係構築にも努めるものとする。

(チ)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法の定めに従い内部統制の構築、評価及び報告に関し適切な運営を図ることと

し、内部統制委員会が継続的に評価方法の見直しを行い、内部統制の再構築に努め、財務報告の信頼性

と適正性を確保するものとする。

(リ)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを基本方針とし、

反社会的勢力への対処については、警察等外部機関と緊密に連携し情報収集を行うとともに、従業員教

育を定期的に実施し、反社会的勢力の威嚇に屈しない、関係を持たないことを徹底させ、反社会的勢力

排除の体制の整備に努めるものとする。
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②  内部監査及び監査役監査

内部監査は代表取締役社長が内部監査室長を兼務し、各取締役が自部門以外の監査を行うと同時に

専従者1名を配置し、マニュアル、通達に基づく会社方針に沿った適正、効率的な業務運営がなされてい

るかのチェックと、コンプライアンスの遵守を定期的に監査しております。

監査役監査は、各監査役が監査役会規則及び監査役監査規程に基づき監査役会で監査方針を定め、取

締役会及びその他の会議体への出席、重要な決裁書類の閲覧、各店舗及び本部の業務執行や財産の状況

の調査を行い、取締役の業務執行状況を監査しております。

また、内部監査、財務報告に係る内部統制の内部監査及び会計監査と監査役監査との緊密な連携を

図っております。

　
③  社外取締役及び社外監査役

当社は社外取締役が1名、社外監査役が4名（監査役全員が社外監査役）であります。

取締役会及び取締役の職務の執行状況、法令・定款遵守を確保するために選任しており、企業経営の

知識と幅広い視野と豊富な経験に基づいて経営上の監督機能を果たしております。

社外取締役及び社外監査役の専従スタッフは配属しておりませんが、必要に応じ業務を補佐出来る

体制を採っております。

社外取締役及び社外監査役の当社株式の保有状況は、次のとおりであります。

(社外取締役）土持寿翁　8,500株

(社外監査役）福島四郎2,000株、菊池芳郎3,000株、島津久友0株、永野修一郎3,900株

社外取締役土持寿翁氏との間には人的関係はありません。同氏が代表取締役社長を務める土持産業

株式会社と当社との間では商品仕入の営業取引関係がありますが、取引金額の当社の全商品仕入金額

に対する割合は僅少であります。なお、取引条件は他の取引先と同一であり、仕入価格決定に当たって

は他社との条件等を比較したうえ決定しております。

社外監査役永野修一郎氏との間では人的関係はありませんが、同氏と当社の間では司法顧問契約を

締結しており顧問料を支払っております。また、当社からの依頼による登記等の業務に係る司法書士報

酬の支払いもありますが、顧問料及び司法書士報酬に重要性はありません。なお他の監査役福島四郎

氏、菊池芳郎氏及び島津久友氏との間には人的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準及び方針は定めておりませ

んが、証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準を参考にしております。

　
④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

170,612153,782 ― 16,830 ― 6

監査役
(社外監査役を除く。)

― ― ― ― ― ―

社外役員 10,780 10,540 ― 240 ― 6

(注） 役員ごとの報酬等の総額につきましては、1億円以上を支給している役員がいないため、記載を省略しておりま

す。
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ロ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項がありません。

　
ハ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬につきましては、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において基本報酬及び賞与

を決定しております。なお、賞与は当事業年度の業績に応じて支給の可否を決定しております。報酬

の決定方法は各取締役の報酬は取締役会において決定し、各監査役の報酬は監査役の協議で決定し

ております。

　

⑤ 取締役の員数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑥ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨、並びに累積投票によ

らない旨を定款で定めております。

　

⑦ 自己の株式の取得

当社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で

定めております。これは、経済環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行することを目的とするも

のであります。

　

⑧ 中間配当金

当社は、取締役会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主また

は登録株式質権者に対し、会社法第454条第5項に定める剰余金の配当（中間配当金）をすることがで

きる旨を定款で定めております。これは、株主への柔軟な利益還元を可能とすることを目的とするもの

であります。

　

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議の要件について、定款に別段の定めがあ

る場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議

の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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⑩  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ロ  保有目的が純投資目的である投資株式

　

　

前事業年度
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 35,265 26,556 1,040 ― 7,344

　

⑪  会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、柴田良智、増村正之、森昭彦であり、有限責任監査法人

トーマツに所属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補等

４名、その他２名であります。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

18,500 ― 18,500 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

　該当事項はありません。

当事業年度

　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査報酬の決定方針は特に定めてはおりませんが、事業規模、監査日程等を勘案した上で定めており

ます。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、事業年度(平成23年7月1日から平成24年6月30

日まで)の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成しておりません。

　

４　財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入しております。
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1【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年6月30日)

当事業年度
(平成24年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 499,726 789,463

受取手形 － 463

売掛金 219,378 176,629

商品 5,454,039 5,365,031

貯蔵品 48,422 48,135

前渡金 1,835 9,199

前払費用 57,196 77,386

繰延税金資産 116,316 107,637

その他 111,832 69,213

流動資産合計 6,508,748 6,643,161

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 7,962,636

※1
 8,086,987

減価償却累計額 △2,693,801 △2,998,040

建物（純額） 5,268,834 5,088,946

構築物 1,012,889 1,018,201

減価償却累計額 △613,984 △667,012

構築物（純額） 398,904 351,189

工具、器具及び備品 1,362,566 1,422,057

減価償却累計額 △805,432 △930,862

工具、器具及び備品（純額） 557,134 491,194

土地 ※1
 1,804,659

※1
 1,805,183

リース資産 4,300 4,300

減価償却累計額 △2,006 △2,866

リース資産（純額） 2,293 1,433

建設仮勘定 13,273 91,144

有形固定資産合計 8,045,101 7,829,092

無形固定資産

借地権 163,199 168,281

ソフトウエア 23,615 36,863

その他 9,616 9,014

無形固定資産合計 196,431 214,160

投資その他の資産

投資有価証券 35,265 26,556

出資金 60 10

長期貸付金 104,568 94,608

破産更生債権等 168 168

長期前払費用 6,521 23,504

敷金及び保証金 464,398 527,525

保険積立金 183,483 202,356

投資不動産 ※1
 1,250,090

※1
 1,250,090

減価償却累計額 △405,962 △419,353

投資不動産（純額） 844,128 830,737

その他 36,781 36,654

貸倒引当金 △13,123 △11,376

投資その他の資産合計 1,662,251 1,730,745

固定資産合計 9,903,784 9,773,998

資産合計 16,412,532 16,417,159
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年6月30日)

当事業年度
(平成24年6月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,370,294 1,396,798

短期借入金 ※1
 1,850,000

※1
 1,700,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 834,964

※1
 967,496

リース債務 862 874

未払金 151,827 158,117

未払費用 296,716 363,543

未払法人税等 305,248 285,180

未払消費税等 92,700 91,682

預り金 20,969 49,724

その他 32,513 14,612

流動負債合計 4,956,097 5,028,029

固定負債

長期借入金 ※1
 4,031,836

※1
 3,457,840

リース債務 1,463 589

資産除去債務 215,971 220,289

その他 92,642 92,124

固定負債合計 4,341,913 3,770,843

負債合計 9,298,010 8,798,872

純資産の部

株主資本

資本金 1,057,500 1,057,500

資本剰余金

資本準備金 1,086,500 1,086,500

資本剰余金合計 1,086,500 1,086,500

利益剰余金

利益準備金 23,827 23,827

その他利益剰余金

別途積立金 500,000 500,000

繰越利益剰余金 4,441,812 4,957,547

利益剰余金合計 4,965,640 5,481,375

自己株式 △4,702 △11,840

株主資本合計 7,104,938 7,613,534

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,583 4,752

評価・換算差額等合計 9,583 4,752

純資産合計 7,114,521 7,618,287

負債純資産合計 16,412,532 16,417,159
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年7月1日
 至 平成23年6月30日)

当事業年度
(自 平成23年7月1日
 至 平成24年6月30日)

売上高 24,299,110 25,021,252

売上原価

商品期首たな卸高 5,259,450 5,454,039

当期商品仕入高 17,664,234 17,755,809

合計 22,923,684 23,209,849

他勘定振替高 ※1
 75,494

※1
 24,607

商品期末たな卸高 5,454,039 5,365,031

商品売上原価 17,394,151 17,820,210

売上総利益 6,904,959 7,201,041

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 623,525 597,466

役員報酬 154,384 181,392

従業員給料及び手当 2,599,234 2,785,660

退職給付費用 17,221 18,780

福利厚生費 399,015 454,138

水道光熱費 282,554 295,602

施設管理費 114,984 105,611

消耗品費 124,992 114,654

賃借料 716,571 703,345

減価償却費 585,999 594,445

租税公課 159,824 153,548

その他 615,524 589,794

販売費及び一般管理費合計 6,393,831 6,594,441

営業利益 511,127 606,600

営業外収益

受取利息 210 150

受取配当金 1,040 1,040

早期決済奨励金 447,189 448,663

受取手数料 148,466 151,977

投資不動産賃貸料 100,925 101,873

その他 5,969 9,906

営業外収益合計 703,799 713,611

営業外費用

支払利息 96,371 91,657

投資不動産賃貸費用 37,991 37,713

その他 15,930 1,535

営業外費用合計 150,293 130,905

経常利益 1,064,632 1,189,306

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,794 －

特別利益合計 2,794 －

特別損失

固定資産除却損 ※2
 492

※2
 12,147

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 62,711 －

投資有価証券評価損 12,811 －

特別損失合計 76,015 12,147

税引前当期純利益 991,411 1,177,159

法人税、住民税及び事業税 468,405 506,906

法人税等調整額 △46,703 10,777

法人税等合計 421,702 517,683

当期純利益 569,709 659,475
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年7月1日
 至 平成23年6月30日)

当事業年度
(自 平成23年7月1日
 至 平成24年6月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,057,500 1,057,500

当期末残高 1,057,500 1,057,500

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,086,500 1,086,500

当期末残高 1,086,500 1,086,500

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 23,827 23,827

当期末残高 23,827 23,827

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 500,000 500,000

当期末残高 500,000 500,000

繰越利益剰余金

当期首残高 4,010,712 4,441,812

当期変動額

剰余金の配当 △138,608 △143,740

当期純利益 569,709 659,475

当期変動額合計 431,100 515,735

当期末残高 4,441,812 4,957,547

利益剰余金合計

当期首残高 4,534,539 4,965,640

当期変動額

剰余金の配当 △138,608 △143,740

当期純利益 569,709 659,475

当期変動額合計 431,100 515,735

当期末残高 4,965,640 5,481,375

自己株式

当期首残高 △4,629 △4,702

当期変動額

自己株式の取得 △72 △7,138

当期変動額合計 △72 △7,138

当期末残高 △4,702 △11,840

株主資本合計

当期首残高 6,673,910 7,104,938

当期変動額

剰余金の配当 △138,608 △143,740

当期純利益 569,709 659,475

自己株式の取得 △72 △7,138

当期変動額合計 431,028 508,596

当期末残高 7,104,938 7,613,534
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年7月1日
 至 平成23年6月30日)

当事業年度
(自 平成23年7月1日
 至 平成24年6月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 3,346 9,583

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

6,237 △4,831

当期変動額合計 6,237 △4,831

当期末残高 9,583 4,752

純資産合計

当期首残高 6,677,256 7,114,521

当期変動額

剰余金の配当 △138,608 △143,740

当期純利益 569,709 659,475

自己株式の取得 △72 △7,138

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,237 △4,831

当期変動額合計 437,265 503,765

当期末残高 7,114,521 7,618,287
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年7月1日
 至 平成23年6月30日)

当事業年度
(自 平成23年7月1日
 至 平成24年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 991,411 1,177,159

減価償却費 585,999 594,445

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,794 △1,746

受取利息及び受取配当金 △1,250 △1,190

支払利息 96,371 91,657

早期決済奨励金 △447,189 △448,663

投資不動産賃貸料 △100,925 △101,873

投資不動産賃貸費用 37,991 37,713

固定資産除却損 492 12,147

投資有価証券評価損益（△は益） 12,811 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 62,711 －

売上債権の増減額（△は増加） △32,864 42,284

たな卸資産の増減額（△は増加） △202,104 89,294

仕入債務の増減額（△は減少） 110,494 26,503

未払消費税等の増減額（△は減少） 11,824 △1,018

その他 58,959 114,317

小計 1,181,940 1,631,031

利息及び配当金の受取額 1,250 1,190

利息の支払額 △94,444 △91,608

早期決済奨励金の受取額 444,320 447,905

法人税等の支払額 △457,838 △526,084

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,075,227 1,462,434

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,157,370 △403,260

投資不動産の賃貸による収入 103,123 101,838

投資不動産の賃貸による支出 △21,693 △24,030

貸付金の回収による収入 － 6,640

敷金及び保証金の差入による支出 △500 △65,527

敷金及び保証金の回収による収入 2,398 2,400

その他 △35,702 △47,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,109,744 △429,240

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △250,000 △150,000

長期借入れによる収入 1,400,000 410,000

長期借入金の返済による支出 △842,600 △851,464

リース債務の返済による支出 △851 △862

自己株式の取得による支出 △72 △7,138

配当金の支払額 △138,563 △143,992

財務活動によるキャッシュ・フロー 167,912 △743,457

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 133,395 289,737

現金及び現金同等物の期首残高 360,230 493,626

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 493,626

※1
 783,363
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

　
２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準については、原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

(1) 商品

売価還元法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

　

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　8～38年

工具、器具及び備品　5～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5

年)に基づいております。　

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日

が平成20年6月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

(4) 長期前払費用

均等償却しております。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。
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４　引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　

５　ヘッジ会計の方法

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段

デリバティブ取引(金利スワップ取引)

・ヘッジ対象

キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの

(3) ヘッジ方針

当社は、変動金利を固定金利に変換する目的で一部の借入取引に関し金利スワップ取引を利用してい

るのみであり、投機目的及び短期的な売買利益を目的としたデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(5) その他リスク管理方法のうち、ヘッジ会計に係るもの

金利スワップ取引は、一部の借入金に限定して利用しており、取引の実行及び管理は、借入金を主管す

る経理部が行っております。

また、多額の借入金は取締役会の専決事項であり、それに伴う金利スワップ取引は取締役会の承認を受

けております。

　

６　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から3か月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

　

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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【追加情報】

　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月4日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日)を適用しております。

　　

　（従業員持株ＥＳＯＰ信託）

当社は、平成24年3月26日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的と

して、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」という。）の

導入を決議し、同年5月14日に信託契約を締結しております。

本プランでは「ハンズマン社員持株会」（以下「当社持株会」という。）へ当社株式を譲渡していく

目的で設立する「従業員持株ＥＳＯＰ信託口」（以下、「ＥＳＯＰ信託口」という。）が今後５年間にわ

たり当社持株会が取得する規模の株式を予め一括して取得し、当社持株会へ売却を行います。

当社株式の取得及び処分については、当社がＥＳＯＰ信託口の債務を保証しており、当社とＥＳＯＰ信

託口は一体であるとする会計処理をしております。従って、ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式を含む資

産及び負債並びに費用及び収益については貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書に含めて計上しております。

なお、当事業年度末現在の自己株式数は次のとおりであります。

　　自己株式数　11,724株

　　　うち、当社所有自己株式数　3,024株　

　　　うち、ＥＳＯＰ信託口所有当社株式数　8,700株　

　

EDINET提出書類

株式会社ハンズマン(E03331)

有価証券報告書

36/61



　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

(1) 担保に供している資産

　

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

(有形固定資産) 　 　

建物 3,028,564 千円 2,928,807千円

土地 1,664,238 千円 1,664,238千円

計 4,692,803 千円 4,593,046千円

(投資その他の資産) 　 　

投資不動産 823,028 千円 813,553千円

計 823,028 千円 813,553千円

合計 5,515,831 千円 5,406,599千円

　
(2) 上記に対応する債務

　

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

短期借入金 550,000 千円 600,000千円

１年内返済予定の長期借入金 485,844 千円 545,176千円

長期借入金 3,457,956 千円 3,122,780千円

計 4,493,800 千円 4,267,956千円

　

(損益計算書関係)

※１　他勘定振替高

他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

販売費及び一般管理費 21,497千円 18,917千円

建設仮勘定 52,902千円 4,939千円

その他 1,094千円 750千円

　 75,494千円 24,607千円

　
※２　固定資産除却損

固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

建物付属設備 ― 2,271千円

構築物 ― 7,093千円

工具、器具及び備品 492千円 2,782千円

　 492千円 12,147千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び数に関する事項

　 当事業年度期首株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式の種類 　 　 　 　

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

合　　計 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 2,937 株 87 株 ― 3,024 株

合　　計 2,937 株 87 株 ― 3,024 株

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加 87株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成22年9月29日
定時株主総会

普通株式 138,608千円 27.00 円
平成22年

6月30日
平成22年

9月30日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　　議 株式の種類 配当金総額 配当原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年9月28日
定時株主総会

普通株式 143,740千円利益剰余金 28.00 円
平成23年

6月30日
平成23年

9月29日

　
当事業年度（自　平成23年7月1日　至　平成24年6月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び数に関する事項

　 当事業年度期首株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式の種類 　 　 　 　

普通株式 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

合　　計 5,136,600 株 ― ― 5,136,600 株

自己株式の種類 　 　 　 　

普通株式 3,024 株 ― ― 3,024株

ESOP信託口が所有す
る当社の普通株式

― 8,700株 ― 8,700株

合　　計 3,024 株 8,700株 ― 11,724株

(注）自己株式の株式数の増加8,700株は、ＥＳＯＰ信託口における市場からの買付けによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金総額
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年9月28日
定時株主総会

普通株式 143,740千円 28.00 円
平成23年

6月30日
平成23年

9月29日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　　議 株式の種類 配当金総額 配当原資
1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年9月27日
定時株主総会

普通株式 154,007千円利益剰余金 30.00円
平成24年

6月30日
平成24年

9月28日

　(注）「配当金総額」には、この配当の基準日である平成24年6月30日現在で従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所

有する当社株式（自己株式）に対する配当金261千円を含んでおります。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

現金及び預金勘定 499,726千円 789,463千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△6,100千円 △6,100千円

現金及び現金同等物 493,626千円 783,363千円

　

(リース取引関係)

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

店舗における電動リフター（車両運搬具）であります。

　
(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年6月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており、その内容は次のとおりであ

ります。

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：千円)
　

　

前事業年度
(平成23年6月30日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

車両運搬具 8,800 6,453 ― 2,346

工具、器具及び備品 375,378 270,349 ― 105,029

ソフトウエア 31,293 22,268 ― 9,025

合計 415,472 299,071 ― 116,400

　
　 (単位：千円)

　

当事業年度
(平成24年6月30日)

取得価額相当額
減価償却累計額
相当額

減損損失累計額
相当額

期末残高相当額

車両運搬具 8,800 8,213 ― 586

工具、器具及び備品 328,654 288,948 ― 39,706

ソフトウエア 28,598 25,511 ― 3,087

合計 366,053 322,672 ― 43,381
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②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

１年内 75,694 38,399

１年超 46,070 7,671

合計 121,765 46,070

リース資産減損勘定の残高 ― ―

　
③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

支払リース料 89,375 73,029

リース資産減損勘定の
取崩額

― ―

減価償却費相当額 84,010 73,019

支払利息相当額 4,008 2,126

減損損失 ― ―

　

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

…リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。
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２　オペレーティング・リース取引

(借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

１年内 150,496 279,431

１年超 635,578 1,135,874

合計 786,075 1,415,306

　

(貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

１年内 36,000 36,000

１年超 96,000 60,000

合計 132,000 96,000
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い預金等で運用し、運転資金（主に短期）及び新規出店等の設

備資金（主に長期）は銀行等金融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は、後述す

るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、主にお客様がクレジットカード決済を行ったことによるものであり、信用度

の高いクレジットカード会社を相手先とし、各クレジットカード会社ごとの期日管理及び残高管理を

行っております。

投資有価証券は上場株式であり、四半期ごとに時価を把握しております。

長期貸付金は、主に店舗用地賃借に伴い、土地所有者に移転資金として貸し付けたものであり、期日管

理及び残高管理を行っております。

敷金及び保証金は主に店舗用地の賃借に際し差し入れる敷金であり、取引先ごとの残高管理を行って

おります。

営業債務である買掛金は1年以内の支払期日のものであります。

短期借入金は運転資金に係るものであり、長期借入金は主に設備投資に係るものであります。長期借入

金の一部は金利変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用して

ヘッジしております。

デリバティブ取引は、長期借入金に係る金利変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であり、取締役会の承認を得て行っております。なお、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リス

クを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度(平成23年6月30日)

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 499,726 499,726 ―

(2) 売掛金 219,378 219,378 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

    その他有価証券 35,265 35,265 ―

(4) 長期貸付金（※１) 111,208　 　

    貸倒引当金（※２） △11,208　 　

　 100,000 94,101 △5,898

(5) 敷金及び保証金 464,398 287,075 △177,322

資産計 1,318,768 1,135,546 △183,221

(1) 買掛金 1,370,294 1,370,294 ―

(2) 短期借入金 1,850,000 1,850,000 ―

(3) 未払法人税等 305,248 305,248 ―

(4) 長期借入金（※３） 4,866,800 5,223,510 356,710

負債計 8,392,343 8,749,053 356,710

デリバティブ取引 ― ― ―

(※１） 1年内回収予定の長期貸付金6,640千円を含めて表示しております。

(※２)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※３)  1年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

　
当事業年度(平成24年6月30日)

　
貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 789,463 789,463 ―

(2) 売掛金 176,629 176,629 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

    その他有価証券 26,556 26,556 ―

(4) 長期貸付金（※１) 104,568　 　

    貸倒引当金（※２） △11,208　 　

　 93,360 89,502 △3,857

(5) 敷金及び保証金 527,525 337,591 △189,933

資産計 1,613,535 1,419,744 △193,791

(1) 買掛金 1,396,798 1,396,798 ―

(2) 短期借入金 1,700,000 1,700,000 ―

(3) 未払法人税等 285,180 285,180 ―

(4) 長期借入金（※３） 4,425,336 4,488,298 62,962

負債計 7,807,314 7,870,276 62,962

デリバティブ取引 ― ― ―

(※１） 1年内回収予定の長期貸付金9,960千円を含めて表示しております。

(※２)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※３)  1年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
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(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くださ

い。

(4) 長期貸付金、並びに(5)敷金及び保証金

これらの時価については、将来キャッシュ・フローを償還期間に対応するリスクフリー・レート

で割り引いた現在価値（貸倒引当金を控除）によっております。

負  債

(1) 買掛金、(2)短期借入金、並びに(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用され

る合理的に見積もられる利率で割り引いて算定しております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

(注２)　金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成23年6月30日)

　
1年以内
（千円）

1年超
5年以内
(千円）

5年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 499,726 ― ― ―

売掛金 219,378 ― ― ―

長期貸付金(※４） 6,640 39,840 53,520 ―

敷金及び保証金 ― ― ― 464,398

合計 725,744 39,840 53,520 464,398

※４ 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

当事業年度(平成24年6月30日)

　
１年以内
（千円）

1年超
5年以内
(千円）

5年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 789,463 ― ― ―

売掛金 176,629 ― ― ―

長期貸付金(※４） 9,960 39,840 43,560 ―

敷金及び保証金 ― ― ― 527,525

合計 976,053 39,840 43,560 527,525

※４ 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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(注３)　長期借入金の決算日後の返済予定額

　

前事業年度（平成23年6月30日）

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 834,964906,896815,896733,696575,2961,000,052

　
当事業年度（平成24年6月30日）

　
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 967,496897,496815,296656,896503,596584,556

　

　

(有価証券関係)

その他有価証券

前事業年度(平成23年6月30日)

種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式
22,753 6,700 16,053

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

株式
12,512 12,512 ―

合計 35,265 19,212 16,053

(注）減損処理を行った有価証券（自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日）

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資有価証

券評価損12,811千円を計上しております。

　

当事業年度(平成24年6月30日)

種類 貸借対照表計上額(千円) 取得原価(千円) 差額(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

株式
26,556 19,212 7,344

貸借対象計上額が取得原価を超えないもの　　　

株式
― ― ―

合計 26,556 19,212 7,344
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(デリバティブ取引関係)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当するものはありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 金利関連

前事業年度(自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日)

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(千円）

契約額のうち
１年超　(千円）

時価
(千円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 1,800,6001,545,500(注）

  支払固定・
  受取変動

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当事業年度(自　平成23年7月1日　至　平成24年6月30日)

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額
(千円）

契約額のうち
１年超　(千円）

時価
(千円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 1,545,5001,228,300(注）

  支払固定・
  受取変動

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

退職給付制度として確定拠出年金制度を採用しております。

　

２　退職給付費用に関する事項

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

確定拠出年金への掛金拠出額(千円) 17,221 18,780

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

繰延税金資産 　 　

　未払賞与 66,782千円 66,066千円

　未払事業税 24,108千円 21,231千円

　未払不動産取得税 260千円 774千円

　たな卸資産 9,300千円 2,133千円

　資産除去債務 87,036千円 77,762千円

　その他 26,423千円 26,055千円

繰延税金資産合計 213,911千円 194,023千円

繰延税金負債 　 　

　有形固定資産(資産除去費用） 57,827千円 48,715千円

　その他有価証券評価差額金 6,469千円 2,592千円

繰延税金負債合計 64,296千円 51,308千円

繰延税金資産の純額 149,615千円 142,714千円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年6月30日)
当事業年度

(平成24年6月30日)

　法定実効税率 40.3 % 40.3%

　　(調整) 　 　

　住民税均等割 1.7 % 1.5%

税率変更による期末繰延税金資
産の減額修正

― 1.1%

　その他 0.5 % 1.0%

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

42.5 % 43.9%

　

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月2

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年7月1日

以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.3％から、回収又は支払が見込ま

れる期間が平成24年7月1日から平成27年6月30日までのものは37.6％、平成27年7月1日以降のものについて

は35.3％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が12,591千円減少し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が12,958千円、その他有価証券評価差額金が367千円、それぞれ増加しており

ます。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

店舗等土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から34年と見積り、割引率は2.0％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

期首残高(注) 211,736 千円 215,971千円

時の経過による調整額 4,234 千円 4,318千円

期末残高 215,971 千円 220,289千円

(注)  前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31

日)を適用したことによる残高であります。

　

(賃貸等不動産関係)

当社は宮崎県その他の地域において賃貸不動産及び遊休不動産を有しております。前事業年度における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は62,933千円(賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上)で

あります。当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は64,160千円(賃貸収益は営業外収益に、

主な賃貸費用は営業外費用に計上)であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は次のとおりであります。

　 　 　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

賃貸不動産
貸借対照表計上額

期首残高 858,123 844,128

期中増減額 △13,995 △13,391

期末残高 844,128 830,737

期末時価 783,000 783,000

遊休不動産
貸借対照表計上額

期首残高 23,008 23,008

期中増減額 ― ―

期末残高 23,008 23,008

期末時価 37,900 37,900

(注) １  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２  期末時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社の報告セグメントは、ホームセンター事業のみであるため記載を省略しております。

　
　

【関連情報】

前事業年度(自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日)及び当事業年度(自　平成23年7月1日　至　平成24年

6月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略

しております。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

   財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

前事業年度(自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

オーゾノ建材株
式会社
 

宮崎県
宮崎市
　

98,000
 

建築用資材
販売
 

無し
 

当社への商
品納入
 

商品仕入
 

38,615買掛金 3,053

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

オーゾノ建材株式会社は、当社代表取締役会長大薗明照の近親者が議決権の93.4％を所有しており

ます。オーゾノ建材株式会社からの商品の仕入については、他社からも複数の見積を入手し、価格交渉

の上、決定しております。

　
当事業年度(自　平成23年7月1日　至　平成24年6月30日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

オーゾノ建材株
式会社
 

宮崎県
宮崎市
　

98,000
 

建築用資材
販売
 

無し
 

当社への商
品納入
 

商品仕入
 

38,605買掛金 3,353

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

オーゾノ建材株式会社は、当社代表取締役会長大薗明照の近親者が議決権の93.4％を所有しており

ます。オーゾノ建材株式会社からの商品の仕入については、他社からも複数の見積を入手し、価格交渉

の上、決定しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ハンズマン(E03331)

有価証券報告書

50/61



　

(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

当事業年度
(自　平成23年７月１日
至　平成24年６月30日)

１株当たり純資産額 1,385円88銭 1,486円53銭

１株当たり当期純利益 110円97銭 128円48銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

当事業年度
(自　平成23年７月１日
至　平成24年６月30日)

　当期純利益 (千円) 569,709 659,475

　普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益 (千円) 569,709 659,475

　普通株式の期中平均株式数 (株) 5,133,623 5,132,645

　　　３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、従業員持株ＥＳＯＰ信託口が所有する当社

　　　株式を含めております。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

旭硝子株式会社 24,309 13,600

株式会社宮崎銀行 68,000 12,956

計 92,309 26,556

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 7,962,636168,04143,6908,086,9872,998,040345,6585,088,946

　構築物 1,012,88922,83417,5211,018,201667,01263,457351,189

　工具、器具及び備品 1,362,566117,69258,2011,422,057930,862180,849491,194

　土地 1,804,659523 ― 1,805,183― ― 1,805,183

  リース資産 4,300 ― ― 4,300 2,866 859 1,433

　建設仮勘定 13,27381,3303,45991,144 ― ― 91,144

有形固定資産計 12,160,325390,423122,87312,427,8744,598,782590,8247,829,092

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 163,1995,081 ― 168,281 ― ― 168,281

　ソフトウエア 35,77123,238 ― 59,00922,1459,98936,863

　その他 18,600 157 ― 18,7589,743 759 9,014

無形固定資産計 217,57228,477 ― 246,05031,88910,748214,160

長期前払費用
11,524
(938)

32,335
(29,941)

13,261
(13,261)

30,598
(17,618)

7,093
( ― )

2,091
( ― )

23,504
(17,618)

投資不動産 1,250,090― ― 1,250,090419,35313,391830,737

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 加納店　店舗設備　 139,765千円

工具、器具及び備品 加納店　店舗什器 60,919千円

建設仮勘定 宇宿店　店舗設備・什器 77,570千円

　

２　長期前払費用の(　　)内は内数で、長期総合保険の前払保険料等の期間配分に係わるものであり、減価償却と性

格が異なるため、当期償却額及び償却累計額の算定には含めておりません。

　

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,850,0001,700,000 0.58 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 834,964 967,496 1.74 ―

１年以内に返済予定のリース債務 862 874 1.31 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

4,031,8363,457,840 1.64平成32年 7月31日

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

1,463 589 1.31平成26年 2月27日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 6,719,1256,126,799 ― ―

(注) １　平均利率については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) の貸借対照表日後５年内における１年ごと

の返済予定額は次のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 897,496 815,296 656,896 503,596

リース債務 589 ― ― ―

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 13,123 ― 1,746 ― 11,376

　

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第8条の28に規定する注記事項として記載されてい

るため、資産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 258,095

預金 　

当座預金 82,813

普通預金 224,391

別段預金 218,063

定期預金 6,100

預金計 531,367

合計 789,463

　

ロ　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

内山緑地建設株式会社 463

　

    期日別内訳

期日 金額(千円)

平成24年9月満期 463
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ハ　売掛金

　　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社ジェーシービー 56,824

三菱ＵＦＪニコス株式会社 44,612

株式会社オリエントコーポレーション 33,603

トヨタファイナンス株式会社 8,093

協同組合エヌシー日商連 3,683

その他 29,811

合計 176,629

　

　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高(千円)

 
(Ａ)

当期発生高(千円)

 
(Ｂ)

当期回収高(千円)

 
(Ｃ)

当期末残高(千円)

 
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)

２

(Ｂ)

366

219,378 3,314,6813,357,430 176,629 95.0 21.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ニ　商品

区分 金額(千円)

ＤＩＹ用品 2,778,228

家庭用品 1,906,987

カー・レジャー用品 679,815

合計 5,365,031

　

ホ　貯蔵品

区分 金額(千円)

袋・テープ他 24,070

制服・会社案内 4,456

その他 19,608

合計 48,135
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②　流動負債

買掛金

相手先 金額(千円)

宮崎共和株式会社 88,767

藤原産業株式会社 53,841

アイリスオーヤマ株式会社 45,040

株式会社あらた 44,525

株式会社三共コーポレーション 44,173

その他 1,120,449

合計 1,396,798

　

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 6,012,89912,600,72118,126,70825,021,252

税引前四半期(当期)
純利益

(千円) 218,844 594,982 748,305 1,177,159

四半期(当期)純利益(千円) 123,681 336,991 419,133 659,475

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 24.09 65.64 81.64 128.48

　

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益

(円) 24.09 41.55 16.00 46.83
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 7月1日から6月30日まで

定時株主総会 9月中

基準日 6月30日

剰余金の配当の基準日 6月30日、12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 　────────────

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない
事由によって電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法に
より行う。
公告掲載ＵＲＬ  http://www.handsman.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第2項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第47期(自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日)平成23年９月29日九州財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年９月29日九州財務局長に提出

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第48期第１四半期(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)平成23年11月11日九州財務局長に提出

第48期第２四半期(自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日)平成24年２月10日九州財務局長に提出

第48期第３四半期(自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日)平成24年５月11日九州財務局長に提出

(4)　臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の

規定に基づく臨時報告書

平成23年9月30日九州財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年9月27日

　

株式会社　ハンズマン

　　　　取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柴　　田　　良　　智　　㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　増　　村　　正　　之　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　　　森　　　昭　　彦　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ハンズマンの平成２３年７月１日から平成２４年６月３０日までの第４８期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な

会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ハンズマンの平成２４年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ハンズマ

ンの平成２４年６月３０日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社ハンズマンが平成２４年６月３０日現在の財務報告に係る内部統制は有効である

と表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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